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第七章 六仲間制度 と 「南御郡」・「奥」地域の商品流通





























を止揚 し、地方の個別性や独自性に焦点を当ててのダイナ ミックな歴史展開への関心 という、 もう
一っの新 しい視点が加わっている。
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第一章 商家 同族団 の組織 と理念
三井家では元禄年間の元祖遺書において、家産の共同所有 ・家業 の共同管理の原則 にもとつ く
「身上一致」の理念を打ち出 している。以後1722年 の家法 「宗竺遺書」では、総有財産への持分所
持権を認められた三井姓の本家九軒を同族団の内包とし、総有財産と関わらないその他の分家や奉
公人別家を外延とする、三井独自の同族団組織を形成するにいたる。複数の本家の存在を 「身上一
致」に基づ く新 しい同族団の構成 とすれば、同族団内部における分 ・別家の地位は、一般的な暖簾
内商家同族団のそれと同質のものとして捉えることができよう。かかる二元構造は同族団の中身を
様々な側面において規定 している。なかでも最 も特徴的なのは 「惣領家」と 「親分」の区別である。
惣領家とは元祖嫡子を当主 とする家の相伝で、祖先の祭祀権を保持 し、家々の系譜関係の頂点に
位置 している。その権威は同族団が持続するかぎりは不変的なもので、共有財産の持分所持率をは

















































生糸 ・絹布の仕入が産地 との直取引を軸に成立 している事を突きとめた。このような廉i価直仕入の
経営方式は商品の販売過程にもそのまま適用されて、身分差別を無視 した店頭での廉価直売 り、す











でもある振興の商人資本か らの財政的 ・技術的な支援 に頼 らざるを得ない。1764年 の 「清右衛門」






































第一、藩政初頭の仙台城下には、絹布 ・小間物 ・木綿 ・古手の四品に限って他領商品の仕入販売


























の合従連衡や激 しい競 り合いをもたらす傍ら、 さらに、幕府の威光 に支えられた江戸和薬改会所か
らの薬種の江戸為登をめぐる圧力の原因にもなる。
一方、薬種仲間は度重なる藩庁への願い出の末 に、1719年 の藩触をもって国産和薬に関する仲間
の総体的な支配権が確定 したと認識する。 しかし、触書の文言 は必ずしもそれを裏付けるものでは
なく、城下の薬種商人であれば誰 もが国産和薬の他領輸出が許 される、 と云 った含みを持たせての
ものであった。,しか も・藩は薬種栽培に携わる足軽衆の生活保護のために・他領輸出を生産者の勝




制と貨幣収入増加策の一環 として捉える従来の三都中心の通説には些か疑問を挟 まざるを得 ない。
っまりそれ増には、商品作物の生産力増大に支えられた商人資本の勢力伸長 と、 これ らの増幅する
要求に権力が一定の譲歩を余儀なくされた結果 としての側面が確かに存在 しているのである。






















す史料的根拠 もない。 とすると、具体的な政策の効果が見出せなか った藩側の国産専売政策、実現
にまでは到らなかった城下特権商人主導の商人資本の系列化、右二っの事柄 は、実は国産会所の早
期廃止の問題で結ばれているのではないだろうか。寛政初年における国産会所の廃止 は、藩側の政
策意志 と城下特権商人側の要求が互いにかみ合わず、両者の間に妥協が成立 しなかった所 に、より
直接的な原因があると思われるのである。
第七章 六仲 間制度 と 「南御郡」・「奥」地域 の商品流通
藩政後期において六仲間制度が抱える最たる悩みは、領内南部の 「南御郡」 と北東部の 「奥」地
域をルー トとする莫大な量の他量商品の領内密流通の問題であった。
「南御郡」の場合は、僅かな期間を除いては、ほぼ藩政の全期にわたって他領商品の直仕入が許







水運ルー トが主で、丸森町か ら国見 ・亘理 ・相馬地域にまで公然として売 り渡されている。
「奥」地域の場合は、17世 紀の後半まで直仕入が禁 じられていたが、1712年 、藩の買米運搬船の
船頭 ・水主に 「船脚」荷物の搬入を許可 して以来は、幕末に至るまで一種の放任状態に任されてい
たようである。「奥」地域における密荷流通には 「船脚」荷物と関連 してか、石巻の記事が群を抜
いており、石巻 ・気仙沼を中心に両所に入った密荷が 「奥」地域全域に流通 している。













一方、1762年 の入役新設は、藩側が成立 したばか りの六仲間か ら他領商品の直仕入によって生ず
る商業利潤の一部を特権認定の代償 として取 りあげようとした所に、その発端があると思われる。
他領輸入商品は、上方 ・関東などから六仲間が買い入れる商品と、他領商人が持ち込む商品の二種




と入役の関係は今のところ不明である。但 し、その内 「船脚」荷物や五十集 ・海草 ・皮 ・材木の類、
「南御郡」の直仕入商品、などのような特殊な場合には入役が賦課 されていた。
仲役と入役の性格定義にっいて、関連史料では、輸入商品への入役免除の代わりに城下からの商
品搬出の際に仲役が賦課される、 と云 った 「一品一役」の原則がみられ る。入役が史料中で 「入仲」
「入荷仲御役」などと称されている事と併せ考えると、仲役と入役の問に明確な区別 はな く両者 は
互いに深い関連性を有 してお り、部分的ながら仲役に入役の代替税制 としての性格が含まれている
と考えることが出来る。
[補論二]仙 台藩 の密 荷対 策 と六仲間制 度
仙台藩では、着岸の場所での売買が許 された 「船脚」荷物や五十集類などを除いて、ほとんど全
ての他領輸入商品は一度城下に運び込まれ、城下の六仲間を経て再び領内の各消費地に転売する事
を原則としている。 ごく一部の城下特権商人を富 ませるだけで領国全体の国益のためには著 しく障
害要因として作用する、右のような城下中心の商品流通構造が何故、いかなる過程のなかで形づく
られたのであろうか。











下中心の商品流通構造 は、先述の 「南御郡」・「奥」地域における地域経済圏と対立 し、藩政の全期
にわたって、所期の目的を達成するまでには至 らなかった。











本家当主の中か ら 「身上一致」で選ばれた 「親分」が家業経営の責任者 となり、対外関係および対
領主関係において三井家を代表 し、親分 と他の本家当主および分 ・別家 とは親分 一子分関係で結ば
れ、惣領家 も 「親分」に服 したと述べる。
第二章 「巨大資本と幕藩権力」では、はじめに紀州藩は藩財政補填のため領民の他領永住を許
さない 「本貫主義」を強化 し、 これに対 し三井家は、松坂本貫の維持、幕府ならびに紀州藩御用の
継続的引き受け、「身上一致」 に基づ く同族団結合の維持、の遵守を約定 したと述べ る。三井家同









第二部 「城下町商人資本 と領主権カー仙台城下の株仲間を中心に一」 は、第四章か ら第八章の
五章と補論で構成される。第四章 「仙台城下の六仲間にっいて」は、仙台城下の特権商人仲間の
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儀なくさせたとする。また、奥地域の直仕入 は、1712年 藩廻米船の船頭 ・水主が船脚荷物の積み入
れを許されて以来、諸港への荷揚げが一種放任状態となったためとする。
第八章 「六仲間制度 と仲役 ・入役」では、仲役は城下大町経由でない密荷防止を意図し設けられ、
六仲間は特権の代償として受け入れたが、1762年 新設の入役には移入商品の激減、仲役 との二重課









以上の理由により、本論文の提出者は博士(文 学)の 学位を授与 されるに十分な資格を有するも
のと認められる。
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